
医療・介護「地域完結」に
一括法案提出へ

『地域医療・介護推進法案のポイント

ヨ提供体制を見直す医療機関などに補助金 
≡こ」を配るための基金を都道府県に創設 

′　　　　　　（2014年度） 

養 ＝凛 �」医療機関が機能ごとの病床数を報告する 漕げ度を導入　　　　　　　（14年10月） 

憎β道府県が「地域医療構想」を作り、提 
……■4供体制を調整　　　　　　（15年4月） 

1医療事故を第三者機関に届け出七、調査 
対すろ仕組みを新設　　　　（15年10月） 

「要支援」■の人への適所・訪問介護サー 
手ビスを市町村に移管 

（15年4月から段階的に） 

・■‾旋： �卜一定の所得がある利用者の自己負担割合 」を1割から2害胴こ引き上げ（15年8片） 

姜 �j所得■が低い施設入居者向けの食費、・部屋 ■代補助の対象を縮小　　　．（15年8月） 

ヨ所得が低い高齢者の保険料軽減を拡充 
（15年4月） 

特菱への新規入居者を原則「要介護3以 
上」に限定　　　　　　（15年4月） 

（カッコ内は施行時期）

．

、

・

1

－

－

－

1

・

イ

■

－

－

－

　

　

■

　

－

　

　

■

・

　

　

　

　

　

　

■

　

　

　

　

　

　

　

　

　

．

　

i

　

　

　

　

■

　

　

、

　

　

∴

．

、

．

こ

ヽ

　

■

急
速
な
高
齢
化
に
対
応
す
る
た
め
、

医
療
・
介
護
制
度
を
大
き
く
見
直
す

「
地
域
医
療
・
介
護
推
進
法
案
」
が
3
0
日
、
白

．

．

1

i

承
さ
れ
た
。

地
域
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
て
医
療
の
提
供
体
制
を
調
整
す
る
権

限
を
都
道
府
県
に
与
え
る
の
が
柱
。
在
宅
医
療
や
介
護
を
手
厚
く
し
、
高
齢

者
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
暮
ら
せ
る
よ
う
に
す
る
ね
ら
い
だ
。

野
で
は
、

負
担
増
や
給
付
の
絞
り
込
み
が
目
立
つ

○

都
道
府
県
の
権
限
強
化

法
案
は
、
・
消
費
増
税
に
伴
う

社
会
保
障
改
革
の
手
順
を
示
し

た
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
法
」
　
（
昨
年

1
2
月
に
成
立
）
を
受
け
た
も
の

で
、
個
別
の
法
改
正
の
第
1
弾

と
な
る
。
政
府
は
医
療
法
や
介
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護
保
険
法
な
ど
を
改
正
す
る
一

括
法
案
の
形
で
、
2
月
上
旬
に

国
会
に
提
出
す
る
方
針
だ
。

医
療
分
野
は
、
提
供
体
制
を

改
革
す
る
た
め
の
問
政
伎
腱
や

新
ル
ー
ル
が
柱
。
病
気
に
な
う

間
も
な
い

「
急
性
期
」
の
患

者
向
け
の
病
院
が
多
す
ぎ
る
現

状
を
改
め
、

症
状
が
落
ち
着
い

在
宅
医
療
や
介

の
連
携
を
充
実
さ
せ
、

「
地
域
完
結
型
」

進
め
る
。

財
政
支
援
と
し
て
、
基
金
を

都
道
府
県
ご
と
に
創
設
。
体
制

助
金
を
出
せ
る
よ
う
に
す
る
。

、小■■り■■‥P－帆ぷ■十㌧■州捕■で■‥いり■JtmMーり‥′－－rmぺけl一－■什〃■一■り■一MMへ川叶い■州

る。
こ
れ
に
合
わ
せ
、
都
道
府
県

の
権
限
と
責
任
も
大
幅
に
強
め

る
。
医
療
ニ
ー
ズ
の
予
測
を
も

とに、
雪
忍
城
医
療
－
想
」
と
し
て

．
・
了
ヾ
・
し

策
定
。
地
元
の
医
療
機
関
に
急

性
期
や
回
復
期
と
い
っ
た
機
能

ご
と
の
ベ
ッ
ド
数
を
報
告
さ

せ
、
構
想
実
現
に
向
け
て
協
議

ベ
ッ
ド
の
過

不
足
が
あ
る
場
合
は
、

医
療
機
関
に
要
欝
・

指
示
で
き

る
よ
う
に
す
る
。

一
方
、
介
護
分
野
で
は
厳
し

い
保
険
財
政
の
た
て
直
し
策
が

並
ぶ
。
「
要
支
援
1
、
2
」
向

け
の
適
所
・
訪
問
介
護
を
市
町

村
事
業
に
移
す
の
が
柱
だ
。
1
5

年
度
か
ら
3
年
か
け
て
移
管

し
、
市
町
村
が
提
供
す
る
サ
ー

ビ
ス
の
種
類
や
価
格
を
裁
量
で

決
め
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
。

負
担
の
部
分
で
は
、
一
定
の

所
得
が
あ
る
利
用
者
の
負
担
割

合
を
、
1
5
年
8
月
に
1
割
か
ら

2
割
に
引
き
上
げ
る
。
対
象
は

政
令
で
定
め
、
厚
労
省
は
「
年

金
収
入
で
年
2
8
0
万
円
以

上
」
と
す
る
方
針
だ
。
所
得
が

低
い
高
齢
者
向
け
に
は
、
保
険

料
の
軽
減
策
を
拡
充
す
る
。

（
辻
外
記
子
、
有
近
隆
史
）


